
証券コード　9967
2019年５月31日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 中 之 島 ３ 丁 目 ２ 番 ４ 号
堺 商 事 株 式 会 社

取締役社長 赤 水 宏 次

第93回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第93回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数なが
ら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、2019年６月20日（木曜日）午後５時10分までに到着するようご返送いただきたく
お願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2019年６月21日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市中央区北浜１丁目８番16号

大阪証券取引所ビル３階　北浜フォーラム
（末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第93期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類及び計算書類の内容報告の件
２．会計監査人及び監査役会の第93期連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 役員賞与支給の件

以　上

（お願い）
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。
（お知らせ）
　事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、修正後の内容をインターネ
ット上の当社ウェブサイト（https://www.sakaitrading.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
事　業　報　告

( 2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで )

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

　当連結会計年度のわが国経済は、雇用環境や企業収益の改善が続く中、経済の状況も安定
して推移しておりますが、原材料価格の高騰や人材不足の影響に伴う事業コストの上昇や米
中を中心とした貿易摩擦への懸念などにより、その先行きは依然として不透明な状況が続い
ております。
　当社グループにおきましては、このような状況のもと、積極的な営業活動や販売効率の改
善、海外事業戦略の強化に取り組みました。その結果、売上高につきましては、当連結会計
年度の経営成績は前連結会計年度に比べ増収となりました。主な商品群の内訳は、次のとお
りであります。
・化成品事業
　化成品については、バリウム塩類中間体の大幅な拡大や酸化チタンの価格改定による貢
献、北米向け触媒原料が回復したこと等により、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度
に比べ13.4%増の161億5千9百万円となりました。
・合成樹脂事業
　合成樹脂については、塗料用樹脂が堅調に推移したことに加えて、高耐候性土嚢等の環境
関連商品が下げ止まったこと等により、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べ
12.1%増の54億8千6百万円となりました。
・衛生材料事業
　衛生材料については、国内向け及び東南アジア向けの衛生部材は需要の高まりに伴い好調
に推移しましたが、海外向けの高吸水性樹脂が価格面での競争激化等により伸び悩んだ結
果、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べ6.4%減の80億6百万円となりました。
・電子材料事業
　電子材料については、コンデンサー向け炭酸バリウムやチタン酸バリウムが堅調に推移し
たことやバッテリー用原料が改善を示したこと等により、当連結会計年度の売上高は前連結
会計年度に比べ12.3%増の84億9千万円となりました。
・その他事業
　その他商品については、バリウム製品の原料である重晶石は堅調に推移しましたが、電子
材料向け洗浄機の輸出が端境期となり減少したこと等により、当連結会計年度の売上高は前
連結会計年度に比べ8.1%減の13億7千1百万円となりました。
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　以上の状況から、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ7.5%増の395億1千
4百万円となりました。
　また、年度を通じての傾向として、日本国内取引による売上がほぼ横這いであったことに
対し、輸出入や海外取引等の貿易による売上の増加が全増加額の95%超を占める結果となり
ました。
　営業利益におきましては、積極的営業活動の推進による人件費や活動費用、貿易取引の増
加に伴う物流費用の増加等に伴って販売費及び一般管理費が増加いたしました。しかし、売
上高の増加に伴う売上総利益の増加や、インドネシア製造子会社の生産性の向上に伴う業績
の好転等の要因を受けて、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ59.2%増の
6億6千4百万円となりました。
　経常利益におきましては、上述の営業利益が増益となったことに加えて、為替相場が安定
的に推移したため、前連結会計年度に比して為替差損が大幅に縮小したこと等により、当連
結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べ112.8%増の6億6千1百万円となりました。
　これらの結果、親会社株主に帰属する当期純利益は101.6％増の3億9千2百万円となりま
した。
　セグメント別の業績は、次のとおりであります。
＜国内法人＞
　当連結会計年度については、バリウム塩類や酸化チタン等の化成品や炭酸バリウム等の電
子材料の売上が伸長したこと等により、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べ
7.3％増の349億2千6百万円となりました。また、営業利益は売上増加に伴う売上総利益の
改善等に伴い32.4％増の3億7千5百万円となりました。
＜在外法人＞
　当連結会計年度については、アジアにおいて酸化チタンなどの化成品関連の売上が増加し
たこと等により、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ、8.9％増の45億8千8
百万円となりました。また、営業利益はインドネシアの製造子会社の生産活動が安定的に推
移したこと等を主要因として150.4％増の2億7千2百万円となりました。
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⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度中の特記すべき事項はありません。

⑶　資金調達の状況
当連結会計年度中において、新株発行及び社債発行などの特段の資金調達は行っておりません。

⑷　対処すべき課題
　当社グループは商社として、専門性・国際性の向上を図るとともに、経営基盤とコーポレート
ガバナンスの充実に努めるために以下の施策に取り組み、社会的な信頼と企業価値の一層の向上
に努めます。
①　顧客第一をモットーに、専門性を強化し、より一層提案型の創造集団を確立します。
②　世界市場に対応するため、海外ネットワークを活用して戦略の強化に取り組みます。
③　有能な人材の確保とプロフェッショナルの育成に取り組みます。
④　企業の継続的発展を実現するためにはガバナンスの充実が不可欠であり、コンプライアンス

や内部統制等の体制の維持とそのレベルの向上に努めます。
⑤　「地球環境保護が最重要課題であるとの認識から、化学品の専門商社として、環境改善商品

の開拓とその販売促進を通じ、顧客満足の向上を目指す。」を品質・環境方針と定め、グル
ープを挙げて顧客満足の向上と環境の保護に努めます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも、なお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申
し上げます。

⑸　財産及び損益の状況の推移

区 分
第 90 期

( 2015年 4 月 1 日から
2016年 3 月31日まで )

第 91 期
( 2016年 4 月 1 日から

2017年 3 月31日まで )
第 92 期

( 2017年 4 月 1 日から
2018年 3 月31日まで )

第 93 期
(当連結会計年度)
( 2018年 4 月 1 日から

2019年 3 月31日まで )
売 上 高 (百万円) 36,524 34,353 36,761 39,514

経 常 利 益 (百万円) 378 479 310 661
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 242 304 194 392

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 133.71 168.04 107.34 216.39

総 資 産 (百万円) 16,152 16,629 16,903 18,047

純 資 産 (百万円) 6,883 7,100 7,339 7,644
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数（期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控

除した株式数）に基づき算定しております。
２．2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。第90期

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等

を当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、
当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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⑹　重要な親会社及び子会社の状況（2019年３月31日現在）
①　親会社との関係

会 社 名 出 資 比 率 当 社 と の 関 係

堺 化 学 工 業 株 式 会 社 63.97％ 同社製品の購入及び原料の納入を行っております。

（注）１．出資比率は、自己株式186,850株を控除して計算し、小数点以下第３位を切り捨てて表示して
おります。

２．堺化学工業株式会社は、当社の議決権の過半数を保有しており、当社を連結子会社と位置づけて
おります。当社は、同社の製造する商品の国内外への販売の一部を担当するとともに、同社に対
して商品の一部を納入する等の関係がありますが、当社の自立性を保った営業活動を行っており
ます。

②　親会社との間の取引に関する事項
イ．当該取引をするにあたり当社の利益を害さないように留意した事項

　当社の堺化学工業株式会社との間の商品の販売及び購入価格は、市場価格を勘案した価格交
渉の上で決定しております。また、回収及び支払条件についても、一般の条件に準じた上で相
互に同等な条件を設定しております。

ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由
　当社は堺化学工業株式会社からの独立性の観点も踏まえた上で、当社取締役会を中心とした
当社独自の意思決定を行っておりますので、当社取締役会は当該取引において堺化学工業株式
会社から利益を害されていないと判断いたしました。

③　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当 社 の

出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容
SAKAI TRADING
NEW YORK INC. 750千米ドル 100％ 化学工業製品等の販売
SAKAI AUSTRALIA
PTY LTD. 300千豪ドル 100％ 化学工業製品等の販売
SAKAI TRADING
EUROPE GmbH 300千ユーロ 100％ 化学工業製品等の販売
堺商事貿易（上海）
有限公司 2,483千人民元 100％ 化学工業製品等の販売

台湾堺股份有限公司 10,000千台湾ドル 100％ 化学工業製品等の販売
PT. S&S HYGIENE
SOLUTION 10,500千米ドル 55％ 衛生材料関連商品の製造及び販売
SAKAI TRADING
(THAILAND) CO., LTD. 100,000千ﾊﾞｰﾂ 100％ 化学工業製品等の販売

（注）　SAKAI TRADING EUROPE GmbHは、2018年９月28日付で解散を決議し、清算手続き中であ
ります。
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⑺　主要な事業内容（2019年３月31日現在）
　当社グループは、化成品、合成樹脂、衛生材料、電子材料の輸出入、国内販売及び製造を行う
化学品関連事業を主な事業の内容とし、更に、その他事業として非金属鉱産品、食品添加物等の
輸出入、国内販売を行っております。

⑻　主要な事業所（2019年３月31日現在）
①　当　社

名 称 所 在 地
本 社 大 阪 市 北 区
東 京 支 店 東 京 都 品 川 区
北 海 道 営 業 所 北 海 道 千 歳 市
名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 市 中 区
福 岡 営 業 所 福 岡 市 中 央 区
イ ス タ ン ブ ー ル 駐 在 員 事 務 所 ト ル コ 　 イ ス タ ン ブ ー ル

②　子会社
名 称 所 在 地

SAKAI TRADING NEW YORK INC. 米国 ニューヨーク
SAKAI AUSTRALIA PTY LTD. オーストラリア シドニー
SAKAI TRADING EUROPE GmbH ドイツ デュッセルドルフ
堺商事貿易（上海）有限公司 中国 上海
韓国堺商事株式会社 韓国 ソウル
台湾堺股份有限公司 台湾 台北
PT. S&S HYGIENE SOLUTION インドネシア スラバヤ
SAKAI TRADING (THAILAND) CO., LTD. タイ バンコク

（注）　SAKAI TRADING EUROPE GmbHは、2018年9月28日付で解散を決議し、清算手続き中であり
ます。
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⑼　従業員の状況（2019年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

327名 ６名増

（注）　従業員数には、当社グループ外からの出向者を含んでおりますが、当社グループ外への出向者及び
臨時従業員を含んでおりません。

②　当社の従業員の状況
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

86名 １名増 41.4歳 11.5年

（注）　従業員数には、社外からの出向者を含んでおりますが、社外への出向者及び臨時従業員を含んでお
りません。

⑽　主要な借入先（2019年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,563百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 250百万円

株 式 会 社 常 陽 銀 行 50百万円

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2019年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 8,000,000株
⑵　発行済株式の総数 2,000,000株
⑶　株主数 550名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

堺 化 学 工 業 株 式 会 社 1,160,000株 63.97％
BBH FOR FIDELITY PURITAN TR:FIDELITY SR
I N T R I N S I C  O P P O R T U N I T I E S  F U N D 30,000株 1.65％

紀 和 化 学 工 業 株 式 会 社 23,000株 1.26％

日 本 石 材 セ ン タ ー 株 式 会 社 22,000株 1.21％

堺 商 事 社 員 持 株 会 21,740株 1.19％

秀 和 海 運 株 式 会 社 21,200株 1.16％

株 式 会 社 ジ ャ パ ン ロ ジ ス テ ィ ッ ク ス 20,000株 1.10％

吉 田 政 功 17,000株 0.93％
B N Y G C M C L I E N T  A C C O U N T J P R D
AC ISG (FE-AC) 16,600株 0.91％

橋 本 象 二 16,500株 0.91％

（注）１．当社は、自己株式186,850株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。
２．持株比率は、自己株式186,850株を控除して計算し、小数点以下第３位を切り捨てて表示してお

ります。

－ 8 －

会社の株式に関する事項



３．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 赤 水 宏 次 全般統括

専 務 取 締 役 片 岡 茂 夫
電子材料部担当、
東京支店長兼機能材料部長兼業務推進部長
SAKAI TRADING NEW YORK INC.代表取締役社長

常 務 取 締 役 在 津 昭 宏 衛生・産業材料部長
SAKAI TRADING (THAILAND) CO., LTD.代表取締役社長

取 締 役 川 原 　 章 内部統制・リスク管理・ＩＲ担当、経理部長

取 締 役 山 田 賢 治 化成品部長

取 締 役 岡 本 竜 也 ＣＳＲ・環境管理・品質管理担当、
総務人事部長兼業務部長

取 締 役 上 田 　 憲
さくら法律事務所代表弁護士
株式会社エフエム大阪 社外監査役
グッドホールディングス株式会社 社外監査役

取 締 役 佐 野 俊 明 堺化学工業株式会社 取締役経営戦略本部副本部長

常 勤 監 査 役 辻 　 幸 裕

監 査 役 小 河 義 夫 公認会計士 小河義夫事務所所長

監 査 役 奥 林 康 司

（注）１．取締役 上田　憲氏は、社外取締役であります。
２．監査役 小河義夫氏及び奥林康司氏は、社外監査役であります。
３．監査役 小河義夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
４．当社は、取締役 上田　憲氏並びに監査役 小河義夫氏及び奥林康司氏を東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５．当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

イ．2018年６月22日開催の第92回定時株主総会において、岡本竜也氏が取締役に選任され、就任
いたしました。

ロ．2018年６月22日付で片岡茂夫氏が常務取締役から専務取締役に、在津昭宏氏が取締役から常
務取締役に選定され、それぞれ就任いたしました。
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⑵　取締役及び監査役の報酬等の総額
①　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

7名
（1名）

85百万円
（4百万円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3名
（2名）

17百万円
（7百万円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

10名
（3名）

102百万円
（11百万円）

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．上記の支給人員には、無報酬の取締役１名は含まれておりません。
３．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額
取締役７名 17百万円 （うち社外取締役１名に対し0百万円）

②　社外役員が親会社等または親会社等の子会社等から受けた役員報酬等の総額
当事業年度において、社外役員が親会社等または当社を除く親会社等の子会社等から、役員として受け

た報酬等はありません。
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⑶　社外役員等に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役 上田　憲氏は、さくら法律事務所の代表弁護士であります。また、株式会社エフエ
ム大阪及びグッドホールディングス株式会社の社外監査役であります。当社と各兼職先との
間には特別の関係はありません。
　監査役 小河義夫氏は、公認会計士 小河義夫事務所所長であります。当社と同会計士事務
所との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役 上 田 　 憲
当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、弁護士として
の豊富な経験と専門知識を活かし、議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。

監 査 役 小 河 義 夫

当事業年度開催の取締役会16回中15回に出席し、議案審議
等に必要な発言を適宜行っております。また、当事業年度開
催の監査役会13回中12回に出席し、監査結果についての意
見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

監 査 役 奥 林 康 司

当事業年度開催の取締役会16回中15回に出席し、議案審議
等に必要な発言を適宜行っております。また、当事業年度開
催の監査役会13回全てに出席し、監査結果についての意見交
換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役 上田　憲氏並びに社外監査役 小河義夫氏及び奥林康司氏は、会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任の限度額を同法第425条
第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。
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４．会計監査人に関する事項
⑴　名　　　称

ひびき監査法人

⑵　報酬等の額
区 　 　 　 分 支　払　額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20百万円

②当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財
産上の利益の合計額 20百万円

（注）１．当社と会計監査人との監査契約においては、会社法に基づく監査に対する報酬等の額と金融商品
取引法に基づく監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記
①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、前期の監査実績及び新年度の監査計画における監査概要、監査時間、配員計画、
時間単価等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意
を行っております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、
監査役会は、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。
　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適正な監
査の遂行が困難であると認められる場合、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
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５．会社の体制及び方針
(1)　業務の適正を確保するための体制

①　当社グループの取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制（コンプライアンス体制）

イ．当社グループは、全ての取締役・使用人に法令・定款の遵守を徹底するとともに、「企業行
動基本方針」及び「行動指針」並びに法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体
制を構築します。

ロ．反社会的勢力との関係を断絶するため、「企業行動基本方針」及び「行動指針」において、
反社会的勢力には毅然とした対応をし、一切関係を持たない旨を定め、その遵守を徹底する
とともに、所轄警察署等と連携を図り、不測の事態に備えます。

ハ．万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容・対処法が担当取締役
を通じて代表取締役、取締役会、監査役に報告される体制を構築します。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（情報保存管理体制）
イ．取締役の職務の執行に係る重要な情報・文書の取り扱いは、当社社内規程に従い適切に保存

及び管理し、必要に応じて運用状況の検証、関連規程の見直しを行います。
ロ．取締役会、経営会議等の重要会議の議事録はデータベース化し、取締役、監査役、監査部長

が常時閲覧可能な状態とします。
③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスクマネジメント体制）
イ．当社は、「リスク管理規程」に基づき、リスク管理システムを構築・運用し、かつ継続的改

善を通して企業価値の向上を図ります。また、リスク管理委員会を設置し、当該システムの
適切な運用を維持するとともに、リスク管理に係る重要事項を審議します。

ロ．当社は、代表取締役社長に直属する部署として、監査部を設置します。
ハ．監査部は定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、必要があれば監査方法の改定を

行います。
ニ．監査部の監査により法令・定款違反及び損失の危険のある業務執行行為が発見された場合に

は、直ちに監査部長及び担当部署に通報される体制を構築します。
ホ．監査部の活動を円滑にするために、関連する規程の整備を各部署に求め、また、損失の危険

を発見した場合には、直ちに監査部長に報告するよう指導します。

－ 13 －

業務の適正を確保するための体制



④　当社グループの取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制（効率的職
務執行体制）

イ．当社グループは、中期経営計画に基づき年度ごとの事業計画を立案し、目標達成のための活
動を実施します。また、経営目標が当初の予定どおりに進捗しているか経営会議等を通じて
定期的に検証します。

ロ．各取締役は、取締役会規則により定められている事項及びその付議基準に該当する事項につ
いては、すべて取締役会に付議することを遵守します。

ハ．日常の業務遂行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき業務を遂行することと
します。

⑤　当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体
制（グループ内部統制体制）

イ．グループ会社管理規程により、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、
定期的に報告を受けます。

ロ．業務推進部長は、子会社に損失の危険が発生し、これを把握した場合は、直ちに発見された
損失の危険の内容、発生する損失の程度及び当社に対する影響等について、当社の代表取締
役、取締役会、監査役に報告します。

ハ．当社と親会社及び子会社との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、監査
部は親会社及び子会社の監査部またはこれに相当する部署と十分な情報交換を行います。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項（以下総称して、監査役関連体制）

イ．監査役からその職務を補助すべき使用人（以下、監査役付スタッフという。）を求められた
場合は、これを任命します。

ロ．前項の補助に関する具体的な内容については、監査役の意見を聴取し、人事担当取締役その
他の関係部署の意見も十分に考慮して決定します。

ハ．監査役付スタッフの任命・異動については監査役会の同意を必要とします。
ニ．監査役付スタッフは、監査役の職務を補助するにあたっては監査役の指揮命令下で職務を遂

行し、その評価については監査役の意見を聴取するものとします。
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⑦　当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制

イ．当社グループの取締役及び使用人は、各監査役に対して必要な報告及び情報提供を行います。
ロ．前項の報告・情報提供として主なものは、次のとおりとします。
ａ　リスク管理委員会等の重要な会議で決められた事項
ｂ　会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項
ｃ　重大な法令・定款違反
ｄ　内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
ｅ　子会社に対する業務監査の状況
ｆ　重要な会計方針、会計基準及びその変更
ｇ　業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容
ｈ　内部通報制度の運用状況及び通報内容
ｉ　稟議書及び監査役から要求された会議議事録
ｊ　その他コンプライアンス上重要な事項

ハ．当社グループの取締役及び使用人が上記各項に係る通報をしたことを理由として、不利益な
取り扱いをすることを禁止します。

⑧　その他 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役と代表取締役との間で定期的に意見交換を行います。
ロ．監査役がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をしたときは、速やかに当該

費用または債務を処理します。

(2)　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　当社グループの取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制（コンプライアンス体制）
当社グループは、ＣＳＲの遂行と充実を果たすため「企業行動基本方針」に

１．社会的に有用な商品・サービスの提供
２．法令の遵守
３．企業情報の開示
４．環境問題への積極的取り組み
５．社会への貢献
６．働きやすい職場環境の実現

の基本精神を掲げております。
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　また、社会・取引先・株主・社員等のステークホルダー及び会社との関係に係る「行動指針」
を策定し、全ての取締役・使用人に企業倫理の十分な認識と良識・責任ある社会性を希求して
おります。
　これらの原則を、全ての取締役・使用人に周知し、企業倫理の確立を図り、万一これに反す
るような事態が生じた場合は原因の究明と問題の解決及び再発の防止に努めるため、「内部監
査規程」・「リスク管理規程」・「内部統制システム規程」・「グループ会社管理規程」等の
管理規程を制定し、コンプライアンス体制の整備・運用及び評価を実施しております。
　また、「内部統制システム規程」に基づく「内部統制システム推進委員会」が内部統制シス
テムの年度計画たる「内部統制プログラム」を立案・実行・評価を行うとともに、規程に基づ
き１年に２回の委員会を開催し、コンプライアンス等の遵守に係る提言や状況の把握及び各種
法制対応等を担っております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（情報保存管理体制）
　当社は、取締役の職務の執行に係る情報・文書は、「文書管理規程」により、その重要性に
応じて保存期限や廃棄等の管理手法を定めております。また、電磁的記録については、「情報
セキュリティ管理規程」・「電磁的記録機密情報管理マニュアル」等を制定し、そのビジビリ
ティとセキュリティの両面の充実に努めております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスクマネジメント体制）
　当社は、「リスク管理規程」に基づいて、社長がリスク管理の「最高責任者」となり、「リ
スク管理統括責任者」を選任するとともに、その方針と必要な経営資源を決定し、必要があれ
ば是正や改善を指導しております。統括責任者と各事業部門を管轄する「所轄責任者」から構
成される「リスク管理委員会」は、管理システムの整備と運用状況の把握・審議及び報告を担
っております。
　また、所轄責任者は各事業部門毎に、「リスク管理計画」の策定と運用評価を実施しており
ます。このリスク管理のＰＤＣＡは事業年度単位で実行されるため、管理委員会の定期開催は
１年に１回と規程では定めておりますが、必要が認められる場合は随時開催しております。
　また、監査部は「内部監査規程」に基づいて、リスクに対応した内部統制システムの充実の
ため、事業年度の月次単位の内部監査を計画・実施し、リスクの兆候等について監査報告書を
取り纏め、最高責任者たる社長に月次毎に報告しております。
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④　当社グループの取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制（効率的職
務執行体制）
　当社グループは、中期経営計画を３年に１回、その計画をベースに事業の現況を考慮した上
で事業計画（予算）を１年に２回策定し、計画の実現のための経営戦略や具体的施策を立案・
実行しております。取締役会は、これらの計画の編成と執行状況の監督及び重要事項の意思決
定を迅速に行うため、定例として月に１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催する等、
取締役の職務執行が効率的に行われることを企図しております。また、業務の運営は「組織規
程」・「業務分掌規程」・「職務権限規程」により組織と職務が区分され、各組織及び職務毎
に担当取締役の任命が行われ、業務執行に携わることで、取締役会との連動性が確保されるこ
とを図っております。
　なお、当事業年度の取締役会開催は、臨時開催はなく、定例取締役会が16回開催されており
ます。

⑤　当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体
制（グループ内部統制体制）
　当社グループは、親会社及び完全子会社については、各社が「グループ会社管理規程」を制
定し、それ以外の子会社は親会社と当該子会社との間で取締役会等の決議事項の協議と営業成
績等の報告に関する覚書を締結し、グループ内子会社の業績・財務状況その他の重要な決議事
項及び報告事項について、業務の適正を確保するための情報を取得する体制を整備しておりま
す。現状では、当社の子会社は海外現地法人に限定されるため、その業務執行に関しては当社
の該当子会社担当役員が所管し、監視及び指導等の統制は業務推進部が担当し、監査部が監査
情報の聴取と必要に応じての往査を実施することにより、業務の適正の確保を図っております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項（以下総称して、監査役関連体制）
　当社は、「内部統制システム基本方針」に定められているとおり、監査役よりその職務を補
助すべき使用人を置くことを求められた場合は速やかにこれを任命することを制定しておりま
すが、当事業年度は監査役よりその設置の求めは受けておりません。

⑦　当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制
　当社は、「内部統制システム基本方針」に定められているとおり、当社グループの取締役及
び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制を整備してお
りますが、当事業年度は、監査役会または監査役の要請に応じた必要な報告及び情報提供が行
われなかった事例、並びに当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告及び情報提供に係
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る通報をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けた事例はともに発生しておりません。
⑧　その他 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社は、「内部統制システム基本方針」に定められているとおり、代表取締役社長と監査役
会との意見交換会を１年に３回開催しております。また、監査役がその職務の執行について必
要な費用の前払い等の請求をしたときは、速やかに当該費用または債務を処理することを定め
ており、当事業年度についても、監査役の職務執行のための費用請求については速やかに処理
を行っております。

(3)　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、中長期的な視点での利益還元と会社の持続的な成長を実現するため、連結業績、財務
状況、投資計画等を勘案しながら、年間連結配当性向25％以上を目安とし、年２回の配当を行っ
てまいります。
　なお、当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議により剰余金の配当等
を行うことができる旨を定款に定めております。
　当期の配当金につきましては、上記方針を踏まえ、前期に比べ10円増配の１株当たり年間50
円（うち中間配当金20円）といたしました。次期の配当金につきましては、当期と同額の１株当
たり年間50円（うち中間配当金25円）を予定しております。

－ 18 －

業務の適正を確保するための体制、剰余金の配当等の決定に関する方針



連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

【 資  産  の  部 】 【 負  債  の  部 】
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

15,435,640
2,599,247
9,139,545
1,635,603
1,794,678

4,950
109,346
164,299

△12,030
2,611,602
1,895,443

333,999
1,189,905

87,592
281,336

2,608
130,228
130,228
585,929
443,881
26,860
2,228

142,118
△29,159

流 動 負 債 10,172,740
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 7,911,710
短 期 借 入 金 1,744,431
未 払 法 人 税 等 161,869
賞 与 引 当 金 90,477
役 員 賞 与 引 当 金 17,850
そ の 他 246,400

固 定 負 債 230,367
長 期 借 入 金 118,928
繰 延 税 金 負 債 41,627
退 職 給 付 に 係 る 負 債 14,553
そ の 他 55,258

負 債 合 計 10,403,107
【 純 資 産 の 部 】

株 主 資 本 7,021,052
資 本 金 820,000
資 本 剰 余 金 697,471
利 益 剰 余 金 5,692,959
自 己 株 式 △189,378

その他の包括利益累計額 307,526
その他有価証券評価差額金 163,334
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △6
為 替 換 算 調 整 勘 定 144,198

非 支 配 株 主 持 分 315,555
純 資 産 合 計 7,644,134

資 産 合 計 18,047,242 負 債 純 資 産 合 計 18,047,242
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連 結 損 益 計 算 書

( 2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 39,514,997

売 上 原 価 36,714,770

売 上 総 利 益 2,800,227

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,135,513

営 業 利 益 664,713

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 16,143

そ の 他 22,907 39,050

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,768

そ の 他 23,613 42,382

経 常 利 益 661,381

特 別 損 失

関 係 会 社 整 理 損 15,415

災 害 に よ る 損 失 5,466 20,882

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 640,499

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 217,800

法 人 税 等 調 整 額 △13,520 204,279

当 期 純 利 益 436,220

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 43,861

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 392,358
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
2018年４月１日期首残高 820,000 697,471 5,373,129 △189,271 6,701,329
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △72,528 － △72,528
親会社株主に帰属する当期純利益 － － 392,358 － 392,358
自 己 株 式 の 取 得 － － － △106 △106
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 319,830 △106 319,723
2019年３月31日期末残高 820,000 697,471 5,692,959 △189,378 7,021,052

（単位：千円）
その他の包括利益累計額

非 支 配 株
主 持 分

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
繰 延 ヘ ッ
ジ 損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2018年４月１日期首残高 182,416 △3,604 183,363 362,174 275,902 7,339,406
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △72,528
親会社株主に帰属する当期純利益 － － － － － 392,358
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △106
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △19,082 3,598 △39,164 △54,648 39,652 △14,995

連結会計年度中の変動額合計 △19,082 3,598 △39,164 △54,648 39,652 304,728
2019年３月31日期末残高 163,334 △6 144,198 307,526 315,555 7,644,134
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　　　　　７社
連結子会社の名称
SAKAI TRADING NEW YORK INC.、SAKAI AUSTRALIA PTY LTD.、SAKAI TRADING EUROPE 
GmbH、堺商事貿易（上海）有限公司、台湾堺股份有限公司、PT. S&S HYGIENE SOLUTION、SAKAI 
TRADING (THAILAND) CO., LTD.

⑵　非連結子会社の名称等
韓国堺商事株式会社

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に
見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社の名称等
韓国堺商事株式会社
（持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても
重要性がないためであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
全ての連結子会社の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、個々の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
②たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産
　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

定額法によっております。
なお、耐用年数については以下のとおりであります。

建物及び構築物  3 ～39年
機械装置及び運搬具  2 ～16年
工具、器具及び備品  2 ～20年

②無形固定資産
定額法によっております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度については退
職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、また、企業年金制度については、直近の年金
財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
なお、年金資産が退職給付債務を超過する場合には、投資その他の資産に「退職給付に係る資産」とし
て計上しております。

⑸　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は、
期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持
分に含めております。
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⑹　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。
金利スワップについては特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ａ．ヘッジ手段………為替予約

ヘッジ対象………輸出取引による外貨建売上債権、輸入取引による外貨建仕入債務等及び外貨建
予定取引

ｂ．ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………変動金利借入金

③ヘッジ方針
為替予約取引については、輸出入取引に係る為替変動のリスク回避のため、外貨建の債権及び債務に
ついて実需原則に基づき利用しております。また、金利スワップ取引については、借入金の金利変動
のリスク回避のため、実需原則に基づき利用しており、投機目的のためのデリバティブ取引は行わな
い方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法
為替予約は、為替予約の締結時にリスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期間の為替
予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、
その判断をもって有効性の判定に代えております。
金利スワップについては、金利スワップの締結時にリスク管理方針に従って、同一金額で同一期間の
金利スワップを振当てているため、その後の市場金利の変動による相関関係は完全に確保されており、
その判断をもって有効性の判定に代えております。

⑺　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連
結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債
は固定負債の区分に表示しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．輸出手形割引残高 5,043千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 746,692千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度末
普通株式（千株） 2,000

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2018年 5 月10日
取締役会 普通株式 36,264 20.00 2018年 3 月31日 2018年 6 月 4 日

2018年11月 7 日
取締役会 普通株式 36,264 20.00 2018年 9 月30日 2018年12月 3 日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年 5 月10日
取締役会 普通株式 利益剰余金 54,394 30.00 2019年 3 月31日 2019年 6 月 3 日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
　　⑴　金融商品に対する取組方針
　　　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入に

よる方針であります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行い
ません。

　　⑵　金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
　　　　営業債権である受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの回収条件管理及び与信限度
管理を行うとともに、定期的に信用状況を把握する体制をとっております。

　　　　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　　　　営業債務である支払手形及び買掛金は、全て１年以内の支払期日であります。
　　　　借入金については、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係

る資金調達であります。短期借入金は変動金利のため金利の変動リスクに晒されておりますが、借入期
間が概ね３ヶ月と短期であり、金利の計算期間も同一期間であることから、当該リスクは限定的であり
ます。長期借入金は変動金利のため金利の変動リスクに晒されておりますが、リスク管理方針（デリバ
ティブ管理規程）に従って金利スワップ取引を利用してヘッジしております。

　　　　デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予
約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。
ヘッジの有効性の評価方法については、為替予約取引については振当処理の要件を満たしているため、
金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているため、その判断をもって有効性の判定に代
えております。

　　　　デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理方針（デリバティブ管理規程）に従って行って
おり、また、利用に当たっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っ
ております。

　　　　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、毎月継続的に資金計画を作成するな
どの方法により管理しております。

　　⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）
をご参照下さい。）。

連結貸借対照表
計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

⑴　現金及び預金 2,599,247 2,599,247 －

⑵　受取手形及び売掛金 9,139,545 9,139,545 －

⑶　電子記録債権 1,635,603 1,635,603 －

⑷　投資有価証券

　　その他有価証券 410,451 410,451 －

資産計 13,784,847 13,784,847 －

⑸　支払手形及び買掛金 7,911,710 7,911,710 －

⑹　短期借入金 1,744,431 1,744,431 －

⑺　未払法人税等 161,869 161,869 －

⑻　長期借入金 118,928 118,713 △214

負債計 9,936,940 9,936,725 △214

⑼　デリバティブ取引（※） (3) (3) －
（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

⑷　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑸　支払手形及び買掛金、⑹　短期借入金、⑺　未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。
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⑻　長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっております。
変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一
体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる
利率で割り引いて算定する方法によっております。
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され
ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

⑼　デリバティブ取引
これらの時価について、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額　その他有価証券13,851千円、子会社株式19,578千円）は、
市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが
極めて困難と認められるため、「⑷　投資有価証券」には含めておりません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内（千円）

現金及び預金 2,599,247
受取手形及び売掛金 9,139,545
電子記録債権 1,635,603

合計 13,374,396

（注４）長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 1,744,431 － － － － －
長期借入金 - 118,928 － － － －

合計 1,744,431 118,928 － － － －

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 4,041円90銭
２．１株当たり当期純利益 216円39銭
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貸　借　対　照　表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

【 資  産  の  部 】 【 負  債  の  部 】
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品
未 着 商 品
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

14,216,449
1,447,635
1,555,849
1,635,603
7,496,602
1,336,201

81,731
17,871
19,437

566,334
72,182

△13,000
2,533,831

194,808
57,198
4,613

60,737
72,258

129,485
129,485

2,209,537
424,302
805,588
35,916

779,239
100,616
26,860
5,572

99,993
△68,552

流 動 負 債 9,838,017
支 払 手 形 364,206
買 掛 金 7,385,087
短 期 借 入 金 1,625,503
未 払 金 68,396
未 払 費 用 91,129
未 払 法 人 税 等 151,514
前 受 金 35,648
預 り 金 12,671
賞 与 引 当 金 86,000
役 員 賞 与 引 当 金 17,850
そ の 他 9

固 定 負 債 54,735
そ の 他 54,735

負 債 合 計 9,892,753
【 純 資 産 の 部 】

株 主 資 本 6,694,200
資 本 金 820,000
資 本 剰 余 金 697,471

資 本 準 備 金 697,400
そ の 他 資 本 剰 余 金 71

利 益 剰 余 金 5,366,106
利 益 準 備 金 111,950
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,254,156

別 途 積 立 金 4,200,000
繰 越 利 益 剰 余 金 1,054,156

自 己 株 式 △189,378
評 価 ・ 換 算 差 額 等 163,327

その他有価証券評価差額金 163,334
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △6
純 資 産 合 計 6,857,528

資 産 合 計 16,750,281 負 債 純 資 産 合 計 16,750,281
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損　益　計　算　書

( 2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 36,956,303

売 上 原 価 34,802,544

売 上 総 利 益 2,153,758

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,778,350

営 業 利 益 375,408

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 114,925

そ の 他 31,481 146,406

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,415

そ の 他 23,529 31,945

経 常 利 益 489,870

特 別 損 失

災 害 に よ る 損 失 5,466

関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 10,441 15,907

税 引 前 当 期 純 利 益 473,962

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 181,000

法 人 税 等 調 整 額 △39,796 141,203

当 期 純 利 益 332,758
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株主資本等変動計算書

( 2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

2018年 4 月 1 日期首残高 820,000 697,400 71 697,471
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － －
当 期 純 利 益 － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － －
2019年 3 月31日期末残高 820,000 697,400 71 697,471

（単位：千円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計利益準備金

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
2018年 4 月 1 日期首残高 111,950 4,200,000 793,926 5,105,876 △189,271 6,434,076
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △72,528 △72,528 － △72,528
当 期 純 利 益 － － 332,758 332,758 － 332,758
自 己 株 式 の 取 得 － － － － △106 △106
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － 260,230 260,230 △106 260,123
2019年 3 月31日期末残高 111,950 4,200,000 1,054,156 5,366,106 △189,378 6,694,200
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（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評 価 ・ 換 算 差

額 等 合 計
2018年 4 月 1 日期首残高 182,416 △3,604 178,811 6,612,888
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △72,528
当 期 純 利 益 － － － 332,758
自 己 株 式 の 取 得 － － － △106
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) △19,082 3,598 △15,483 △15,483

事業年度中の変動額合計 △19,082 3,598 △15,483 244,639
2019年 3 月31日期末残高 163,334 △6 163,327 6,857,528
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

定額法によっております。
なお、耐用年数については以下のとおりであります。

建物  3 ～39年
車両運搬具  2 ～ 6 年
工具、器具及び備品  2 ～20年

⑵　無形固定資産
定額法によっております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額に基づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。
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⑷　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。企業年金制度の退職給付引当金及び退職給付費用の計算については、直近の年金財政
計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
なお、年金資産が退職給付債務を超過する場合には、投資その他の資産に「前払年金費用」として計上
しております。

５．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………輸出取引による外貨建売上債権、輸入取引による外貨建仕入債務等及び外貨建予定取

引
⑶　ヘッジ方針

輸出入取引に係る為替変動のリスク回避のため、外貨建の債権及び債務について実需原則に基づき為替
予約取引を利用しており、投機目的のための為替予約等取引は行わない方針であります。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
為替予約の締結時にリスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期間の為替予約をそれぞれ
振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、その判断をもっ
て有効性の判定に代えております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業
年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負
債の区分に表示しております。
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貸借対照表に関する注記
１．輸出手形割引残高 5,043千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 188,757千円
３．保証債務
　　以下の会社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。

PT. S&S HYGIENE SOLUTION 209,105千円
４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 964,572千円
短期金銭債務 4,842,742千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 6,709,617千円
仕入高 13,834,823千円

営業取引以外の取引による取引高 104,704千円
株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 186千株

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
関係会社株式等評価損 79,938千円
貸倒引当金 56,357千円
賞与引当金 25,800千円
投資不動産評価損 16,661千円
会員権評価損 12,777千円
その他 39,594千円

繰延税金資産小計 231,128千円
　評価性引当額 △151,289千円
繰延税金資産合計 79,839千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △66,208千円
前払年金費用 △8,058千円

繰延税金負債合計 △74,267千円
繰延税金資産（△は負債）の純額 5,572千円
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関連当事者との取引に関する注記
１．親会社

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

親会社 堺化学工業
株式会社

(被所有)
直接 ・同社製品の購入

及び原料の納入
・役員の兼任

同社製品の購入 12,210,858 買掛金 4,797,938

64.0％ 原料の納入 4,560,579 売掛金 472,815

取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めて表示しております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
　同社製品の購入及び原料の納入については、市場価格を勘案した価格交渉の上で決定しております。また、回
収及び支払条件についても、一般の条件に準じた上で相互に同等な条件を設定しております。

２．子会社

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 SAKAI TRADING
NEW YORK INC.

(所有)
直接

100.0％

・当社対米貿易の
窓口商社

・役員の兼任

化学工業製品等の
販売
（注１）

1,238,956 売掛金 227,097

子会社 PT. S&S HYGIENE
SOLUTION

(所有)
直接

55.0％

・同社製品の購入
及び原料の納入

・役員の兼任
・資金の貸付
・債務の保証

貸付金の貸付
（注２） －

関 係 会 社
短 期 貸 付 金 566,334

関 係 会 社
長 期 貸 付 金 779,239

利息の受入
（注2） 12,438 － －

債務の保証
（注3） 209,105 － －

保証料の受入
（注3） 698 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）化学工業製品等の販売については、市場価格を勘案した価格交渉の上で決定しております。また、回収

条件についても、一般の条件に準じた上で設定しております。
（注２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れ

ておりません。
（注３）債務の保証については、金融機関からの借入金等に対する債務保証であり、保証料は一般的取引条件と

同様に協議決定しております。
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３．兄弟会社

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

親会社の
子会社

カイゲンファーマ
株式会社 なし 原料の納入 原料の納入 1,007,393 売掛金 434,450

取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めて表示しております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
　原料の納入については、市場価格を勘案した価格交渉の上で決定しております。また、回収条件についても、
一般の条件に準じた上で設定しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額
２．１株当たり当期純利益

3,782円11銭
183円52銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2019年５月８日
堺　商　事　株　式　会　社

取　締　役　会　御中
ひ　び　き　監　査　法　人

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 坂 東 和 宏 ㊞
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 富 田 雅 彦 ㊞
業務執行社員 公認会計士 松 本 勝 幸 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、堺商事株式会社の2018年４月１日か
ら2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。

－ 38 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本



　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、堺商事株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2019年５月８日
堺　商　事　株　式　会　社

取　締　役　会　御中
ひ　び　き　監　査　法　人

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 坂 東 和 宏 ㊞
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 富 田 雅 彦 ㊞
業務執行社員 公認会計士 松 本 勝 幸 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、堺商事株式会社の2018年４月
１日から2019年３月31日までの第93期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第93期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について適宜報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロ
の判断及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容
について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
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基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
する事項は認められません。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の
利益を害さないよう留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについ
ての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人 ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月10日
堺 商 事 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 辻 　 幸 裕 ㊞
社外監査役 小 河 義 夫 ㊞
社外監査役 奥 林 康 司 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考書類
第１号議案　取締役８名選任の件

取締役８名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
取締役８名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当社の株式数

１

あか
赤

みず
水

こう
宏

じ
次

（1960年９月２日)

1983年 ４月 堺化学工業㈱入社

6,900株

2013年 ６月 同社取締役
2014年 ６月 当社取締役
2015年 ６月 堺化学工業㈱常務取締役
2016年 ６月 当社代表取締役社長（現任）

（取締役候補者とした理由）
代表取締役として、中期経営計画の遂行や組織改革など企業価値向上に資する様々
な経営課題に着実に取り組んでおり、今後も強いリーダーシップが期待できること
から、引き続き取締役候補者といたしました。

２

かた
片

おか
岡

しげ
茂

お
夫

(1959年１月12日)

2000年 ２月 当社入社

7,500株

2008年 ４月 当社東京営業第二部長
2010年 ６月 当社取締役東京営業第二部長
2013年 ６月 当社常務取締役
2017年 ４月 当社常務取締役東京支店長兼東京営業

第二部長兼業務推進部長
2018年６ 月 当社専務取締役
2018年10月 当社専務取締役東京支店長兼機能材料

部長兼業務推進部長（現任）
＜現在の担当＞ 電子材料部
＜重要な兼職の状況＞
SAKAI TRADING NEW YORK INC. 代表取締役社長

（取締役候補者とした理由）
専務取締役として、経営の重要事項の決定及び業務執行の監督等の役割を適切に果
たしており、中期経営計画を着実に遂行する上で必要な強いリーダーシップと決断
力を備えていることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当社の株式数

３

ざい
在

つ
津

あき
昭

ひろ
宏

(1963年11月10日)

1993年 ３月 当社入社

2,000株

2007年 ４月 当社東京営業第二部長
2008年 ４月 当社衛生材料部長
2012年 ６月 当社取締役衛生材料部長
2018年 ６月 当社常務取締役
2018年10月 当社常務取締役衛生･産業材料部長（現任）

＜重要な兼職の状況＞
SAKAI TRADING (THAILAND) CO., LTD. 代表取締役社長

（取締役候補者とした理由）
常務取締役として、経営の重要事項の決定及び業務執行の監督等の役割を適切に果
たしており、衛生材料事業をはじめとした営業部門における強いリーダーシップを
備えていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

４

かわ
川

はら
原

 
　

あきら
章

(1963年２月６日)

1985年 ４月 堺化学工業㈱入社

4,700株

2011年 ４月 当社経理部長
2012年 ６月 当社経理部長兼業務部長
2013年 ６月 当社取締役経理部長兼業務部長
2018年 ６月 当社取締役経理部長（現任）

＜現在の担当＞ 内部統制、リスク管理、ＩＲ
（取締役候補者とした理由）
経理、リスク管理、ＩＲ等に関わる事項を統括し、特にコンプライアンス、コーポ
レートガバナンスの分野で豊富な経験と実績を備えていることから、取締役会の構
成員としての適切な経営判断、監督の遂行が期待されるため、引き続き取締役候補
者といたしました。

５

やま
山

だ
田

けん
賢

じ
治

(1964年５月18日)

1996年11月 当社入社

1,800株

2013年10月 当社大阪営業第一部長
2016年 ６月 当社取締役大阪営業第一部長
2018年10月 当社取締役化成品部長（現任）

（取締役候補者とした理由）
長年にわたって化成品事業に従事し、営業部門における豊富な経験と実績を有して
いることから、取締役会の構成員としての適切な経営判断、監督の遂行が期待され
るため、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当社の株式数

６

おか
岡

もと
本

たつ
竜

や
也

(1961年10月１日)

1997年 ５月 当社入社

4,700株

2011年 ４月 当社総務部長
2018年 ６月 当社取締役総務部長兼業務部長
2018年10月 当社取締役総務人事部長兼業務部長（現任）

＜現在の担当＞ ＣＳＲ、環境管理、品質管理
（取締役候補者とした理由）
長年にわたって総務・人事部門を担当し、当該部門における豊富な経験と実績を有
していることから、取締役会の構成員としての適切な経営判断、監督の遂行が期待
されるため、引き続き取締役候補者といたしました。

７

うえ
上

だ
田

 
　

けん
憲

(1964年11月12日)

1995年 ４月 弁護士登録（大阪弁護士会）
さくら法律事務所入所

0株

2000年 １月 同事務所代表弁護士（現任）
2015年 ６月 当社取締役（現任）
2016年 ６月 ㈱エフエム大阪社外監査役（現任）
2018年 ４月 グッドホールディングス㈱社外監査役

（現任）
＜重要な兼職の状況＞
さくら法律事務所代表弁護士
㈱エフエム大阪社外監査役
グッドホールディングス㈱社外監査役

（社外取締役候補者とした理由及び職務を適切に遂行できると判断した理由）
直接会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士としての豊富な経験と専
門知識を有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行していた
だけるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当社の株式数

※８

なか
中

にし
西

あつ
敦

や
也

(1959年２月24日)

1982年 ４月 ㈱三和銀行（現 ㈱三菱ＵＦＪ銀行）入行

0株

2011年 ９月 堺化学工業㈱経営企画室次長
2013年 １月 同社樹脂添加剤事業部海外営業部長
2013年 ６月 同社樹脂添加剤事業部長
2015年 ６月 同社取締役樹脂添加剤事業部長
2016年 ６月 同社取締役経営戦略本部長
2017年 ６月 同社取締役経営戦略本部長兼営業企画部

長兼経理部長
2019年 ４月 同社取締役経営戦略本部長兼経理部長

（現任）
＜重要な兼職の状況＞
堺化学工業㈱取締役経営戦略本部長兼経理部長

（取締役候補者とした理由）
親会社である堺化学工業㈱の取締役経営戦略本部長としての高い見識や大手銀行で
ある㈱三菱ＵＦＪ銀行在職中に蓄積した財務等に関する豊富な経験と実績を活かし
て、取締役会の構成員として適切な経営判断、監督の遂行が期待されるため、新た
に取締役候補者といたしました。

（注）１．※は新任候補者であります。
２．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．上田　憲氏は、社外取締役候補者であります。
４．上田　憲氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結

の時をもって４年となります。
５．当社は、上田　憲氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任の限度額を同法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しており、同
氏が再任された場合は、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

６．当社は、上田　憲氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏が再任され
た場合は、同氏を独立役員として届け出る予定であります。

７．中西敦也氏は、現在当社の親会社であります堺化学工業株式会社の業務執行者であり、過去５年間に
おいても同社の業務執行者でありました。なお、同氏の同社における現在及び過去５年間の地位及び
担当は、上記「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況」欄に記載のとおりであります。
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第２号議案　監査役１名選任の件
監査役 小河義夫氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

監査役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 候 補 者 の 有 す る

当 社 の 株 式 数

お
小

ごう
河

よし
義

お
夫

（1942年１月３日)

1976年 ４ 月 公認会計士登録
公認会計士 小河義夫事務所所長（現任）

0株

1988年11月 ナニワ監査法人（現 ひびき監査法人）
代表社員

2009年 ８ 月 同監査法人退任
2011年 ６ 月 当社社外監査役（現任）

＜重要な兼職の状況＞
公認会計士 小河義夫事務所所長

（社外監査役候補者とした理由及び職務を適切に遂行できると判断した理由）
直接会社の経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として会社財務・法務に精
通しておられることから、社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判
断し、引き続き社外監査役候補者といたしました。

（注）１．小河義夫氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．小河義夫氏は、社外監査役候補者であります。
３．小河義夫氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総会終結の時

をもって８年となります。
４．当社は、小河義夫氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任の限度額を同法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しており、同
氏が再任された場合は、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、小河義夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏が再任され
た場合は、同氏を独立役員として届け出る予定であります。
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第３号議案　役員賞与支給の件
　当期末時点の取締役のうち無報酬の取締役１名を除く７名（うち社外取締役１名）に対し、
当期の業績等を勘案して役員賞与総額1,785万円（うち社外取締役52万円）を支給することと
いたしたいと存じます。
　なお、各取締役に対する個別の金額、支給の時期等につきましては、取締役会にご一任願い
たいと存じます。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会　場　　大阪市中央区北浜１丁目８番16号
大阪証券取引所ビル３階北浜フォーラム
☎　06－6202－2311

■会場への交通
地下鉄堺筋線「北浜」　１Ｂ出口（地下道直結）
京阪本線「北浜」　28出口（地下道直結）
地下鉄御堂筋線「淀屋橋」徒歩７分　27出口（地下道直結）
●お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

地図


